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１ 計画の基本的事項 

（１）基本的事項（計画の背景・目的・位置づけ） 

｢日本再興戦略｣（平成２５年６月１４日閣議決定）において、｢全ての健康保険組合に

対し、 レセプト等のデータ分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画

として「データヘルス計画」の作成･公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、

市区町村国保が同様の取組を行うことを推進する。｣とされました。 

これまでも保険者は、特定健康診査（以下「特定健診」という。）を行うほか、健康教

育、健康相談、健康診査、その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業（以下

「保健事業」という。）を行うことに努めなければならないとされており、国保連合会の

国保データベース（ＫＤＢ）システム（以下「ＫＤＢ」という。）等により保有している

健康・医療情報データを活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業

の実施を図るための「データヘルス計画」、「特定健診等実施計画」を策定し、その評価・

見直しを行いながら、保健事業を実施してきました。 

そのため当組合では、第２期「データヘルス計画」、第３期「特定健診等実施計画」

の見直しを行うとともに、本組合被保険者の健康の保持増進、健康づくりも見据えた計

画の策定を行います。 

また、第２期「データヘルス計画」、第３期「特定健診等実施計画」は、令和５年度

をもって終了することから、本計画は、健康増進法に基づく国の「健康日本２１」に示

された基本的な方針及び埼玉県健康長寿計画等との調和を踏まえたものとし、当組合の

第３期「データヘルス計画」、第４期「特定健診等実施計画」を一体的に策定するもの

です。 

 

図１ データヘルス計画の位置づけ（ＰＤＣＡサイクル） 
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表１ 計画の種類 

計画の種類 特定健康診査等実施計画 保健事業実施計画 

法        律 
高齢者の医療の確保に関する 

法律第１９条 

国民健康保険法第８２条 

第４項 

目        的 

被保険者の健康寿命の延伸 

メタボリックシンドロームに着目した生活

習慣病の発症予防と重症化の抑制 

被保険者の健康寿命の延伸 

生活習慣病の発症予防と重症化の抑制 

医療費の適正化 

対 象 者 被保険者（４０～７４歳） 被保険者（０～７４歳） 

 

（２）実施体制（計画期間・関係者連携） 

本計画の期間については、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指

針」第５の５において、「特定健診等実施計画及び健康増進計画との整合性を踏まえ、複

数年とすること。」とされていることから、令和６年度（2024年度）から令和１１年度

（2029年度）までの６年間とします。 

データ分析に基づく保険者の特性をふまえた計画を策定するため、本組合において、

計画立案、進捗管理、評価と見直し等を行います。計画の策定、事業運営に関わる担当

者（保健事業担当・保険給付担当）は、厚生労働省や国保連合会等が実施するデータヘ

ルスに関する支援や研修に積極的に参加することにより、知識の向上を図ります。 ま

た、保険者協議会や同じ地域の国保組合とともに積極的に意見交換や情報共有を行い、

協働で事業に取り組むことで、効率化・効果的な事業展開を目指します。 
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２ 基本情報 

（１）当国保組合の特徴 

  当組合は、昭和３３年４月１日に埼玉県知事の認可を受けて設立された公法人です。

埼玉県内とその他規約で定める区域に住所を有し、歯科医業又は歯科業務に従事する者

で、一般社団法人埼玉県歯科医師会の会員である歯科医師及び当該歯科医師が開設又は

管理者となっている埼玉県内の診療所に勤務する者（歯科技工士、歯科衛生士、歯科助

手、事務員等）とその世帯の家族が加入している職域の国民健康保険組合です。 

 

（２）被保険者の状況 

① 被保険者の資格種別 

第１種組合員・・・歯科医業又は歯科業務に従事している埼玉県歯科医師会 

の会員である歯科医師 

第２種組合員・・・第１種組合員が開設又は管理する埼玉県内の歯科医院に 

勤務する従業員 

第１、２種家族・・・それぞれの組合員と同一世帯の家族  

② 被保険者の推移 

令和４年度の被保険者数は１１,１８３人（令和５年３月末日現在）で、平成３０年

度より第１種（組合員・家族）は、489 人（8.48％）減少し、第２種（組合員・家族）

は、45 人（０.8％）増加しています。被保険者全体では、４４４人（3.97％）減少し

ています。 

 

図２ 被保険者（種別）の推移 

 

資料：被保険者データ（年度末） 
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③ 被保険者（種別）の構成比 

４年前の平成３０年度の被保険者の構成比は、第１種、第２種ともに５０％でほぼ

同数でしたが、令和４年度は第１種家族の減少と第２種組合員の増加が反映され、第１

種が４７％、第２種が５３％と第２種の方が３％多くなっています。 

 

図３ 被保険者の構成比(平成３０年度・令和４年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：被保険者の構成比（当組合集計） 

 

④ 前期高齢者（６５～７４歳）の状況 

当組合の前期高齢者（６５～７４歳）の比率は、年々増加傾向となっています。 

表２ 前期高齢者（６５～７４歳）の推移 

 前期高齢者数 全被保険者数 前期高齢者比率 

平成 30 年度 １,０５１人 １１,７４５人 ８.９％ 

令和元年度 １,０７４人 １１,６２７人 ９.２％（前年＋０.３％） 

令和２年度 １,１４１人 １１,５９４人 ９.８％（前年＋０.６％） 

令和３年度 １,２１４人 １１,５２１人 10.５％（前年＋０.７％） 

令和４年度 １,２２５人 １１,３３５人 10.８％（前年＋０.３％） 

資料：前期高齢者の比率（当組合集計） 

 

⑤ 被保険者（性別・種別）の年齢構成  

当組合の被保険者の年齢構成は、男女別にみると第１種男性、女性ともに６０～ 

６４歳が最も多く、若い世代は減少傾向にあります。 

逆に第２種女性は、歯科衛生士や歯科助手などの職種により２５～２９歳、第２種男

性は勤務医や歯科技工士などの職種により３５～３９歳の若い世代が多くなっていま

す。 
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図４ 被保険者（性別・年代別）の年齢分布(令和４年度)       （単位：人） 

資料：被保険者の年齢分布（当組合集計） 

⑥ 平均年齢と医療費の比較 
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超えると、さらに高齢化が進行していくことが予想されますが、当組合はまだ低い状況

にあります。また、当組合の令和４年度の一人あたりの月額医療費は県平均や国平均と

比べると、約２分の１となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：KDB 健康・医療・介護データからみる地域の課題 
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３ 前期計画の保健事業の振り返り 

（１）計画期間 

当組合は、平成３０年度に第２期保健事業実施計画と第３期特定健康診査等実施計画

を策定し、短期的目標は毎年度の見直しにより設定をしておりますが、中長期目標は以

下のとおりの設定とし、計画期間を平成３０年度から令和５年度までとし、各種保健事

業を推進してきました。 

 

中長期目標（最終年度） 

特定健康審査の受診率を７０％、特定保険指導の受診率を３０％とする。 

各種保健事業の受診率の向上 

医療費の適正化・生活習慣病の予防・疾病の重症化を防ぐ 

 

（２）計画全体の目標と事業評価 

達成状況 

達成した 改善した 変わらない 悪化した 評価困難 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

 

①  特定健診受診率の向上対策 

目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

７０.０％ ３２.０％ ３４.７％ ２９.１％ ３５.９％ ４１.０％ Ｂ 

実施状況 

平成３０年度より人間ドックを受診された被保険者から必須要件として、特定健診

の健診項目に関わる結果(報告)を提出してもらっている。令和２年度から２年間未

受診者の方にハガキによる受診勧奨を行っている。 

改善や悪化

等の要因 

令和２年度にコロナ禍による受診率の低下はあったものの、その後は受診率が回

復し、４０％台となったが、目標値には到達しなかった。 

 

② 特定保健指導利用率の向上対策 

目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

３０.０％ ０.４％ ０.４％ ０.４％ ０.３％ １.８％ Ｂ 

実施状況 特定健診の当日に初回面接が行える契約医療機関を増やしている。 

改善や悪化

等の要因 

特定健診の当日に初回面接ができる医療機関の実施により、利用率は微増した

が、目標値には到達しなかった。 
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③  総合健診受診率の向上対策 

目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

増 加 ２９.９％ ２７.１％ １９.３％ ２６.１％ ２８.８％ B 

実施状況 

平成３０年度に第２種組合員（本人）の補助金を１０,０００円増額、令和元年度に第

２種組合員（家族）の補助を開始した。県内の医療機関からの希望があり、契約医

療機関を増やしている。 

改善や悪化

等の要因 

コロナ禍による受診控えや医療機関の受診期間の延期などにより受診率の低下

があったが、令和４年度にはコロナ禍前の受診率まで戻った。 

 

④ がん健診受診率の向上対策 

課 題 目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

胃がん 増 加 29.9％ 27.1％ 19.3％ 26.1％ 28.8％ B 

子宮頸がん 増 加 19.5％ 19.0％ 15.0％ 19.3％ 21.9％ B 

肺がん 増 加 2.1％ 2.2％ 2.0％ 2.4％ 2.7％ B 

乳がん 増 加 20.2％ 19.6％ 15.5％ 20.2％ 22.6％ B 

大腸がん 増 加 5.7％ 5.7％ 4.2％ 6.5％ 7.2％ B 

実施状況 

平成３０年度からがん検診の補助を開始した。特定健康診査、脳・人間ドック、節

目の脳・人間ドック及び健康診断のいずれかの健診において以下の各号をオプ

ションとして受診した場合に限る。 

（１）子宮頸がん（内診及び頸部細胞診） 

（２）乳がん（マンモグラフィーまたはエコーのいずれか一方） 

（３）肺がん（喀痰細胞診） 

改善や悪化

等の要因 

コロナ禍による受診率低下があったが、その後は順調に増えている。 

当組合は、女性従業員が多く、女性特有のがん検診に補助金を出しているため、

受診者が多くなっている。早期発見や重症化予防の表れと考えられる。  

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

 

⑤  インフルエンザ予防接種受診率の向上対策 

目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

増 加 ２７.４％ ２８.９％ ３０.４％ ２７.０％ ２５.０％ C 

実施状況 

毎年、１１月から翌年２月末までインフルエンザ予防接種の費用の一部を補助して

いる。（１回接種の場合２,０００円、２回接種の場合４,０００円） 

被保険者のインフルエンザ感染症の罹患防止、健康の保持増進を目的としてい

る。 

改善や悪化

等の要因 

新型コロナ感染症の影響によるものか分からないが、計画期間中に一時的に微増

した。その後は、従来の周知はしているものの減少している。 

 

⑥ 後発医薬品の使用促進の向上対策 

目 標 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評 価 

増 加 ６７.９％ ６９.１％ ７１.４％ ７２.０％ ７３.０％ B 

実施状況 

毎年、被保険者証の更新時に希望シールを配布している。 

また、差額通知については、被保険者に安価な後発医薬品に対する理解をしても

らっている。 

改善や悪化

等の要因 

後発医薬品の希望シールや当組合のホームページによる周知などにより利用者

が増え、後発医薬品の使用が常態化しつつある。 

 

⑦ 重症化予防事業受診率の向上対策 

目標 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 評価 

 

増加 ２７.６％ ３３.８％ ２７.１％ C 

実施状況 

生活習慣病に関連する項目のハイリスク者で、服役治療中ではない 40 歳以上の

被保険者に健診結果の値が入ったリーフレットを送付している。 

生活習慣病の重症化予防、合併症の発症・進行を防ぐことを目的に未治療者へ医

療機関に受診してもらうことを促している。 

改善や悪化

等の要因 

当組合は、医療従事者であるため、自らの健康問題は、理解・把握しているという

考え方が、受診率の低下に繋がっている。 
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４ 健康・医療費情報等の分析 

（１）医療費（費用額）の状況（医療費の推移と１人あたりの医療費） 

当組合の医療費（費用額）は年々増加傾向にあり、特に令和３年度は前年度のコロナ

禍の影響もあって９％増加しています。令和４年度の医療費は２０億２,１６５万５千円

となっており、平成３０年度と比べると８％増加しています。 

また、令和４年度の１人あたりの医療費は１７万４,１９２円となっており、平成 

３０年度と比べると２万２,０２０円増加しています。 

 

表３ 医療費（費用額）の推移(平成 30 年度～令和４年度)      （単位：千円）   

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

医療費 １,８６１,６４２ １,９８０,８８９ １,８５１,２８０ ２,０３６,１２７ ２,０２１,６５５ 

前年度比（％） ― ６％ △７％ ９％ △１％ 

 

表４ １人あたりの医療費（費用額）の推移(平成 30 年度～令和４年度) （単位：円）  

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

医療費 １５２,１７２ １６２，５５２ １５７,８６０ １７２,９８０ １７４,１９２ 

前年度比（円） ― １０,３８０ △４,６９２ １５,１２０ １,２１２ 

資料：KDB 同規模保険者比較 

 

図７ 医療費（費用額）及び 1 人あたりの医療費の推移(平成 30 年度～令和４年度) 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   

 

 

 

 

資料：KDB 健診・医療・介護データから見る地域健康課題 
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（２）疾病別の医療費分析の状況（入院・外来） 

  ① 疾病別の医療費分析（入院） 

医療分析（大分類）の平成３０年度と令和４年度の入院を見比べるとがん、腫瘍等

の「新生物」と心疾患や脳疾患等の「循環器系」が１、２位を占めています。 

さらに細小分類に分けると大腸がんや肺がん等の「新生物」と狭心症や不整脈等の

「循環器系」の医療費が高くなっています。 

また、当組合の被保険者は、女性が多い（全体の６７％）ことから「乳がん」や

「子宮筋腫」といった女性特有の疾患の医療費が高くなっています。 

  

図８ 疾病別の医療費分析 大分類 (入院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：KDB 医療分析（２）大分類 

 

表５ 疾病別の医療費分析 細小分類 医療費上位 10 位 

(平成 30年度)                （令和４年度)  

順位 細小分類 入院（円） 割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 細小分類 入院（円） 割合 

１ 狭心症 21,161,400 4.4% １ 不整脈 23,943,850 4.8% 

２ 統合失調症 15,778,720 3.3% ２ 骨折 23,524,230 4.7% 

３ 大腸がん 12,402,440 2.6% ３ 関節疾患 14,668,370 2.9% 

４ 肺がん 12,116,280 2.5% ４ 子宮筋腫 14,584,810 2.9% 

５ 骨折 10,433,180 2.2% ５ 貧血 10,505,950 2.1% 

６ 関節疾患 10,144,860 2.1% ６ 大腸がん 8,603,040 1.7% 

７ 大動脈瘤 10,079,700 2.1% ７ うつ病 8,579,260 1.7% 

８ 不整脈 9,720,870 2.0% ８ 脳出血 8,069,220 1.6% 

９ 乳がん 9,323,040 1.9% ９ 統合失調症 8,031,410 1.6% 

１０ うつ病 7,716,250 1.6% １０ 肺がん 7,965,650 1.6% 

資料：KDB 医療分析（２）細小分類 
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② 疾病別の医療費分析（外来） 

医療分析（大分類）の平成３０年度と令和４年度の外来を見比べると気管支炎や肺

炎等の「呼吸器系」と生活習慣病である「内分泌系」が上位を占めています。 

さらに細小分類では「糖尿病」、「高血圧症」、「脂質異常症」等の生活習慣病にかか

る疾病の医療費が高くなっています。 

また、精神面や体調面でのストレスが原因で引き起こされる「うつ病」や遺伝や

糖尿病、高血圧などの生活習慣病が原因で起こる「緑内障」といった疾病も

目につきます。 

 

図９ 疾病別の医療費分析 大分類 (外来) 

                     

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：KDB 医療分析（２）大分類 

 

表６ 疾病別の医療費分析 細小分類 医療費上位 10 位 

(平成 30年度)                （令和４年度)  

順位 細小分類 入院（円） 割合 

 

順位 細小分類 入院（円） 割合 

１ 糖尿病 57,084,560 4.6% １ 糖尿病 66,586,520 4.9% 

２ 高血圧症 52,246,890 4.2% ２ 高血圧症 46,587,830 3.4% 

３ 脂質異常症 46,484,990 3.8% ３ 脂質異常症 40,262,860 3.0% 

４ 関節疾患 37,671,880 3.1% ４ 慢性腎臓病 34,678,190 2.6% 

５ 乳がん 33,759,940 2.7% ５ 気管支喘息 33,132,330 2.4% 

６ 気管支喘息 30,024,590 2.4% ６ 肺がん 28,376,450 2.1% 

７ 慢性腎臓病 29,715,500 2.4% ７ 関節疾患 26,517,010 2.0% 

８ 肺がん 20,963,430 1.7% ８ 緑内障 21,616,310 1.6% 

９ 緑内障 19,036,250 1.5% ９ 乳がん 18,168,760 1.3% 

１０ うつ病 17,262,650 1.4% １０ うつ病 15,543,310 1.1% 

資料：KDB 医療分析（２）細小分類 
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（３）生活習慣病の医療費状況 

令和４年度の被保険者数１１,183 人に対して、生活習慣病対象者数２,２９２人（全

体の２０.4％）となっています。性別では、男性被保険者３,６７２人に対して、生活習

慣病対象者数８６４人（２３.５％）、女性被保険者７,５11 人に対して、生活習慣病対

象者数１,４２８人（１９.０％）となっています。 

平成３０年度と令和４年度の医療費の比較では、腎不全が１８.３％、高血圧症、が１２.４％、

脂質異常症が８.６％増加し、脳血管疾患で１３.４％、精神で８.７％、心疾患で２.０％は 

減少しています。 

 

図 10 生活習慣病対象者の割合（性別）

 

 

表７ 疾病別医療費の比較（平成３０年度、令和４年度）       （単位：円） 

 平成３０年度 令和４年度 年度比較（増減） 

糖 尿 病 ２６５,９２８,１１０ ２６７､７０３､８４０ ０．７％増 

高血圧症 ３８２,４７４,６３０ ４３６､７１９､５４０ １２．４％増 

脂質異常症 ３０９,２９７,６１０ ３３８､４７５､５５０ ８．６％増 

脳血管疾患 １１２,４９５,１１０ ９９､１７４､２２０ １３．４％減 

心 疾 患 １２６,７３５,２９０ １２４､２１３､４８０ ２．０％減 

腎 不 全 ９５,６４９,８６０ １１７､２１３､７３０ １８．３％増 

精   神 ２０９,４３９,０１０ １９２､５８５､７４０ ８．７％減 

新 生 物 ３６５,０６８,９６０ ３７９､８６５､６７０ ３．８％増 
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図 11 病疾病別医療費の割合（令和４年度） 

右の図は、令和 4 年度の生活     

習慣病の疾病別の割合を見ると 

高血圧症が全体の２２％と最も 

髙く、その他の糖尿病と脂質異 

常症を合わせると全体の半数以 

上を占めています。 

高血圧症、糖尿病、脂質異常 

症などの生活習慣病は、飲酒や 

運動不足、喫煙、肥満などが原 

因となって発症します。 

 

 

資料：KDB 疾病別医療費分析（生活習慣病） 

 

（４）人工透析の推移 

  当組合の平成３０年度から令和４年度までの人工透析に係わる患者の推移を表したも

のです。全国的にも人工透析の医療費は高額であり、心身両面への負担など生活の質へ

の影響も大きいものです。人工透析の多くは、糖尿病患者であり、人工透析を防ぐため

にも糖尿病や高血圧症などの重症化予防がそれらを減らす鍵となります。 

 

表８ 人工透析レセプト分析（平成３０年度～令和４年度） 

 
人工透析患者 有所見者状況 

男性 女性 合計 糖尿病 高血圧症 

平成３０年度 ５人 ２人 ７人 ５人 ２人 

令和元年度 ８人 ２人 １０人 ７人 ３人 

令和２年度 ９人 ３人 １２人 ７人 ５人 

令和３年度 ６人 ３人 ９人 ６人 ５人 

令和４年度 ６人 ３人 ９人 ４人 ５人 

資料：KDB 厚生省様式（様式２－２）人工透析患者一覧 
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５ 特定健康診査と特定保健指導健康の状況 

（１）特定健康診査受診率 

当組合は、第３期特定健康審査等実施計画の実行により平成３０年度（３２.０％）は

目標値に達しましたが、その後は、令和２年度のコロナ禍による受診控え等があり、受

診率が下がりました。 

令和３年度（３５.９％）、令和４年度（４１.０％）は目標値には、達しませんでした

が、受診率は徐々に上がってきています。 

 

表９ 特定健康診査の推移（受診者数、受診率） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者数 ５,５２８人 ５,６０８人 ５,７１０人 ５,６３５人 ５,６５５人 

受診者数 １,７７１人 １,９４８人 １,６６２人 ２,０２２人 ２,３１８人 

受 診 率 ３２.０％ ３４.７％ ２９.１％ ３５.９％ ４１.０％ 

目 標 値 ３０.０％ ３５.０％ ４０.０％ ４５.０％ ５０.０％ 

 

図 12 特定健康診査受診者数と受診率の推移 

 
資料：国保連合会 特定健診データ管理システム（法定報告） 
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性別・年代別では男性・女性ともに受診率は、平成３０年度と比べると増加傾向にあり

ます。男性では平成 30 年度は最低受診率だった４５歳～４９歳が４３％、女性は４０歳

～４５歳が４３.５％で特に受診率が高い年代となっています。 

 

図 13 特定健康診査（性別・年代別）の受診率（令和４年度） 

 

資料：国保連合会 特定健診データ管理システム（法定報告） 

 

（２）特定保健指導受診率 

特定保健指導は、個々の生活習慣や健康状態によって、これらの目標を達成すること

が難しい場合もあります。また、特定健康診査の受診日とは別日で初回面接に行く手間

がかかることや当組合の組合員は、医療従事者であるため、指導を受けなくても自らが

健康を意識しているという考え方が見受けられます。そのため、特定健康診査の受診日

に特定保健指導の該当者が初回面接を受けられるように一部の医療機関と契約した結

果、令和４年度は、動機付支援対象者１４７人のうち終了者５人で受診率は２.７％で今

まで以上に受診率が上がっています。 

現状では、目標値に達することは難しいですが、今後も特定健康診査の受診日に特

定保健指導の該当者が初回面接を受けられる医療機関を増やして受診できる環境を増

やして行きたいと思います。 

県や国と比べると生活習慣の改善意欲は高いものの、特定保健指導の利用にはつな

がらないのが現状です。 
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表 10 特定保健指導の推移（受診者数、受診率） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

積極的支援対象者数 １１１人 １２９人 １１３人 １３１人 １２８人 

積極的支援終了者 ０人 ０人 ０人 ０人 １人 

受   診   率 ０.０％ ０.０％ ０.０％ ０.０％ ０.８％ 

動機付支援対象者数 １６３人 １５６人 １４８人 １７３人 １４７人 

動機付支援終了者 １人 １人 １人 １人 ５人 

受   診   率 ０.６％ ０.６％ ０.７％ ０.６％ ２.７％ 

平 均 受 診 率 ０.４％ ０.４％ ０.４％ ０.３％ １.８％ 

目   標   値 １０.０％ １０.０％ １５.０％ ２０.０％ ２５.０％ 

 

図 1４ 特定保健指導対象者と支援終了者の推移（支援別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保連合会 特定健診データ管理システム（法定報告） 
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（３）メタボリックシンドロームの該当者と予備群の減少率 

当組合の令和４年度におけるメタボリックシンドロームの該当者は、２６４人で平

成３０年度より４９人（22.7％）増えています。予備群該当者は、２１５人で平成

３０年度より４６人（２7.2％）増えています。また、メタボリックシンドローム該

当者・予備群の減少率でも平成３０年度から比べると令和４年度は、それぞれ増加傾

向にあります。性別では、令和４年度におけるメタボリックシンドローム該当者及び

予備群の割合は４７９人中、男性が３６０人、女性は１１９人で全体の７５％は、男

性の被保険者となっています。 

 

表 11 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の推移 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

該当者（人） ２１５人 ２３２人 ２１５人 ２５８人 ２６４人 

前年度比（人） １７人 △１７人 ４３人 ６人 

予備群（人） １６９人 １７５人 １７８人 １９５人 ２１５人 

前年度比（人） ６人 ３人 １７人 ２０人 

 

表 12 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率の推移 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

該当者（％） １８.４％ １８.１％ １２.９％ １５.２％ １９.０％ 

前年度比（％） △０.３％ △５.２％ ２.３％ ３.８％ 

予備群（％） ２０.５％ ２１.０％ １４.３％ ２０.５％ ２３.８％ 

前年度比（％） ０.５％ △６.７％ ６.２％ ３.３％ 

 

図 15 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の推移（男性） 

 

資料：KDB 厚生労働省様式（様式５－３）メタボリックシンドローム該当者・予備群 
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図 16 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の推移（女性） 

 

資料：KDB 厚生労働省様式（様式５－３）メタボリックシンドローム該当者・予備群 

 

【メタボリックシンドロームの判定基準】 

（該  当  者） 内臓脂肪蓄積＋追加リスク２つ以上該当 

（予備群該当者） 内臓脂肪蓄積＋追加リスク１つ該当 

 

資料：メタボリックシンドロームの診断基準 e-ヘルスネット（厚生労働省） 
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見がある者の占める割合を表したものです。 

令和４年度の当組合のデータを県や国と比較をすると男性では、ＡＬＰ(ＧＰＴ)、

LDL コレステロールが高く、腹囲や中性脂肪などは低くなっています。女性は、ＡＬＰ

(ＧＰＴ)以外の項目ですべて県や国より低くなっています。 

また、「血管を傷つける因子」では、男性は空腹時血糖や拡張期血圧が高く、尿酸は
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図 17 摂取エネルギーの過剰・内蔵脂肪症候群以外の動脈硬化要因 

 

 

図 17 血管を傷つける因子 

 

 

資料：KDB 厚生労働省様式（様式５－２）健診有所見者状況（男女） 
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（５）質問票（生活習慣）の状況 

質問票による生活習慣病の状況を見ると、運動においては普段からの１回３０分以

上の運動習慣が無い人７３％と多く、体重が増加した人３１.３％と増えています。 

食事においては週３回以上朝食を抜く人が３.２％増え、毎日間食する人も１.３％

増えています。咀嚼においては、歯科医師という職業柄、ほとんど噛めない人は少な

いですが、０％となりました。飲酒においては、ほとんど飲まない人が５.５％増え、

毎日飲むや時々飲む人が減って、飲酒量も１合未満が６３.８％多く減少傾向にありま

す。生活習慣病を改善する意欲がある人は減少し、同時に保健指導を利用しない人

は、６０.６％と増えています。生活習慣を改善する必要性を感じていても、「保健

指導を受けたからといって、どうせ何も変わらないのでは」と考えている場合が

あります。（太字は平成３０年度より増加） 

 

表 13 質問票調査による生活習慣の状況（平成３０年度、令和４年度） 

質問票の項目 平成３０年度 令和４年度 増減（％） 

喫 煙 たばこを習慣的に吸っている １２.９％ １０.１％ △２､８％ 

体 重 ２０歳時から１０㎏以上増加 ２９.０％ ３１.３％ ２.３％ 

運 動 
１回３０分以上の運動習慣なし ６９.８％ ７３.０％ ３.２％ 

歩行速度が遅い ４７.０％ ４９.３％ ２.３％ 

咀 嚼 ほとんど噛めない ４.８％ ０％ △４.８％ 

食事速度 
速い ３１.６％ ３３.５％ １.９％ 

遅い ６.３％ ６.１％ △０.２％ 

食習慣 
週３回以上就寝前に夕食をとる ２８.１％ ２６.１％ △２.０％ 

週３回以上朝食を抜く １４.２％ １７.４％ ３.２％ 

間 食 
毎日摂取する ２１.８％ ２３.１％ １.３％ 

ほとんど摂取しない ２５.９％ ２４.６％ △１.３％ 

飲酒頻度 

毎日飲む ２４.５％ ２３.０％ △１.５％ 

時々飲む ３７.５％ ３３.５％ △４.０％ 

ほとんど飲まない ３８.０％ ４３.５％ ５.５％ 

飲酒量

（１日） 

１合未満 ５７.７％ ６３.８％ ６.１％ 

３合以上 ４.３％ ３.１％ △１.２％ 

休 養 睡眠不足 ３４.７％ ３２.６％ △２.１％ 

生活習慣

改 善 

改善意欲なし １６.１％ １５.５％ △０.６％ 

改善意欲あり ３６..５％ ３４.８％ △１.７％ 

保健指導を利用しない ５４.３％ ６０.６％ ６.３％ 

資料：KDB 質問票調査の経年比較 
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６ 保健事業の実施に向けた目的と目標の設定 

（１）特定健康診査受診率の向上対策 

事業名 特定健康診査 
評価指票 

実績 目標値 

対象者 ４０～７４歳の被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を７０％とする 受診率 ４１.０％ ５５.０％ ７０.０％ 

目 的 メタボリックシンドロームに着目した健康診査、生活習慣病の早期予防 

 

（２）特定保健指導実施率の向上対策 

事業名 特定保健指導 
評価指票 

実績 目標値 

対象者 ４０～７４歳の被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 実施率を３０％とする 実施率 １.８％ １５.０％ ３０.０％ 

目 的 メタボリックシンドロームに着目した保健指導、生活習慣病の早期予防 

 

（３）総合健康診断受診率の向上対策 

事業名 人間ドック、健康診断補助                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
評価指票 

実績 目標値 

対象者 全被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を３５％とする 受診率 ２８.８％ ３０.０％ ３５.０％ 

目 的 疾病予防、健康の保持増進 

 

（４）がん健診受診率の向上対策 

事業名 子宮頸がん、乳がん他補助                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 
評価指票 

実績 目標値 

対象者 全被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を増加させる 受診率 

21.9％ 
（子宮頸がん） 

増加 増加 

22.６％ 
（乳がん） 

増加 増加 

目 的 疾病予防、健康の保持増進 

 

（５）インフルエンザ予防接種受診率の向上対策 

事業名 インフルエンザ予防接種補助                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
評価指票 

実績 目標値 

対象者 全被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を増加させる 受診率 ２５.０％ 増加 増加 

目 的 疾病予防、健康の保持増進 
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（６）後発医薬品の使用促進の向上対策 

事業名 後発医薬品の利用向上                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
評価指票 

実績 目標値 

対象者 全被保険者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を増加させる 受診率 ７３.０％ 増加 増加 

目 的 希望シールを年１回配布、差額通知を利用者に年２回通知、医療費の適正化 

 

（７）重症化予防事業受診率の向上対策 

事業名 重症化予防事業                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
評価指票 

実績 目標値 

対象者 ４０歳以上のハイリスク者 R4 R8（中間） R11（最終） 

目 標 受診率を増加させる 受診率 ２７.１％ 増加 増加 

目 的 
服薬中ではない医療機関へ未治療者に健診結果の値が入ったリーフレットを通知し、医

療機関に受診してもらうことをうながす。疾病の重症化予防 
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７ 第４期特定健康診査等実施計画（特定健康診査・特定保健指導の実施） 

（１） 達成しようとする目標 

第４期計画の実行により、令和１１年度までに達成する目標は、特定健康診査受診率

７０％、特定保健指導実施率３０％及び内臓脂肪症候群の該当者・予備群該当者の２５％

減少（令和６年度比）とします。 

 

特定健康診査・特定保健指導の目標値 

区  分 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

特定健康診査受診率 ４５％ ５０％ ５５％ ６０％ ６５％ ７０％ 

特定保健指導実施率 ５％ １０％ １５％ ２０％ ２５％ ３０％ 

メタボリックシンドロームの該当者・予備群該当者の減少率 ２５％ 

 

（２） 対象者数及び受診者数 

 特定健康診査の対象者数及び受診者数 

区  分 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

対象者数 ５,７３４人 ５,８１４人 ５,９１６人 ５,９９１人 ６,０２１人 ６,１００人 

受診者数 ２,５８０人 ２,９７０人 ３,２５４人 ３,５９５人 ３,９１４人 ４,２７０人 

 

特定保健指導の対象者数及び受診者数 

区  分 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

対象者数 ２８７人 ２９１人 ２９６人 ３００人 ３０１人 ３０５人 

受診者数 １４人 ２９人 ４４人 ６０人 ７５人 ９１人 

 

（３）特定健康診査の実施方法 

特定健康診査の実施方法に関する事項については、次のとおりとします。 

① 実施時期 

毎年４月から翌年３月末日まで 

②  実施場所 

埼玉県、東京都、千葉県、茨城県で全協の集合契約に参加した医療機関 

③  周知及び案内方法 

特定健康診査対象者（40～74 歳）に対して受診券並びに受診方法を記載した受診

案内を送付します。また、特定健康診査の周知は、広報誌等に掲載します。 
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基本的な特定健康診査項目 

区  分 内   容 

既往歴の調査 服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査（質問票を含む） 

自覚症状及び 

他覚症状の検査 
理学的検査（身体診察） 

身体測定 
身長、体重、BMI、腹囲（内蔵脂肪面積） 

ＢＭＩ＝体重（㎏）÷｛身長（ｍ）の２乗｝ 

血 圧 収縮期血圧、拡張期血圧 

肝機能検査 ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ 

血中脂質検査 

中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール（中性脂肪が400㎎

/dl 以上は食後採血の場合、ＬＤＬコレステロールに変えて Non-HDL コレ

ステロールの測定でも可） 

血糖検査 空腹時血糖又はヘモグロビン A1c（やむ得ない場合は、随時血糖）  

尿検査 尿中の糖及び蛋白の有無 

 

詳細な健康診査項目（一定の基準の下、医師が必要と認めた場合に実施します。） 

区  分 内   容 

心電図検査    

(12 誘導心電図) 

当該年度の特定健康診査の結果等において、収縮期血圧 140 mmHg 以

上若しくは、拡張期血圧が 90 mmHg 以上の者又は、問診等において不整

脈が疑われる者 

貧血検査 貧血の既往歴を有する者又は視診等で貧血が疑われる者 

眼底検査 

当該年度の特定健康診査の結果等において、以下の血圧がa、bのいず

れかの基準または血糖の値が a、b、c のいずれかの基準に該当した者 

血 圧 
a 収縮期血圧 140 mmHg 以上 

b 拡張期血圧  85 mmHg 以上 

血 糖 

a 空腹時血糖値 126ｍg/dl 以上 

b HbA1c（NGSP 値） 6.5%以上 

c 随時血糖 126ｍg/dl 以上 

血清クレアチ 

ニン検査 

当該年度の特定健康診査の結果等において、以下の血圧が a、b のい

ずれかの基準または血糖の値が a、b、c のいずれかの基準に該当した者 

血 圧 
a 収縮期血圧 140 mmHg 以上 

b 拡張期血圧  85 mmHg 以上 

血 糖 

a 空腹時血糖値 126ｍg/dl 以上 

b HbA1c（NGSP 値） 6.5%以上 

c 随時血糖 126ｍg/dl 以上 

【他の健診データの取り扱い】 

 人間ドック、健康診断、事業者健康診断 
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（４）特定保健指導の実施方法 

特定保健指導の実施方法に関する事項については、次のとおりとします。 

① 実施時期 

毎年９月から翌年３月末日まで 

② 対象者 

特定保健指導の対象者は、特定健康診査の結果により、健康の保持に努める必要が

あると認められる者とします。 

なお、糖尿病、高血圧症または、脂質異常症の治療に係る薬剤服用者については対

象者から除外します。 

③ 実施場所 

埼玉県、東京都、千葉県、茨城県で全協の集合契約に参加した医療機関 

④ 周知及び案内方法 

特定保健指導者該当者（積極的支援・動機付け支援）に対して利用券並びに受診方

法を記載した受診案内を送付します。 

また、特定保健指導の周知は、広報誌等に掲載します。 

⑤ 受診方法 

特定保健指導対象者は、利用券が届いたら、直接医療機関へ電話で予約申し込みを

します。当日は、利用券、被保険者証を持って受診します。 

⑥ 対象者の抽出（重点化）の方法 

特定保健指導は、原則としてすべての対象者に実施することとします。ただし、対

象者数が当初予定を超えた場合については、予防効果が多く期待できる層を優先的に

実施するという観点から、以下の基準に基づき対象者の選出を行うものとします。 

（ア）年齢が若い対象者を優先する。 

（イ）健診結果が前年度と比較して悪化し、健診結果の保健指導レベルが前年度より 

高くなり、より緻密な保健指導を必要とする者を優先する。 

（ウ）質問表の回答により、生活習慣改善の必要性が高いと認められたものを優先す 

る。 

（エ）前年度、積極的支援または動機付け支援の対象者でありながら、保健指導を受 

けなかった者を優先する。 

⑦ 対象者の選定と階層化 

特定健康診査結果から、内臓脂肪蓄積の程度とリスクに応じ、対象者を「積極的支

援」、「動機付け支援」、「情報提供」に階層化して行います。特定保健指導対象者を明確

にするため、特定健康診査結果から対象者を以下のとおりグループに分類して保健指

導を実施します。 
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対象者の選定と階層化 

STEP 1 （腹囲と BMI で内臓脂肪蓄積のリスクを判定） 

（１） （2） （３） 

腹囲 男性 85 ㎝以上 

    女性 90 ㎝以上 

 

腹囲 男性 85 ㎝未満 

    女性 90 ㎝未満 

かつ BMI 25 以上 

腹囲 男性 85 ㎝未満 

    女性 90 ㎝未満 

かつ BMI 25 未満 

 

 

STEP 2 （検査結果、質問票により追加リスクをカウント） 

① 血糖      a 空腹時血糖     100 ㎎/dl 以上 または         

b  HbA1c          5.6％以上 または 

c 随時血糖        100 ㎎/dl 以上 または 

d 薬剤治療を受けている場合 

 ② 脂質     a 中性脂肪       150 ㎎/dl 以上 または         

b HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ    40 ㎎/dl 未満 または 

c 薬剤治療を受けている場合 

③ 血圧      a 収縮期        130 ㎜ Hg以上 または         

b  拡張期        85 ㎜ Hg 以上 または 

c 薬剤治療を受けている場合 

④ 質問票 喫煙あり 

（①～③のリスクが１つ以上の場合カウント） 

 

 

STEP ３ （STEP 1、2 から保健指導レベルをグループ分け） 

STEP 1 の（１）の場合 

STEP 2 の①～④のリスクが 

STEP 1 の（2）の場合 

STEP 2 の①～④のリスクが 

２つ以上：積極的支援 

１つ：動機付け支援 

０：情報提供 

３つ以上：積極的支援 

１～2つ：動機付け支援 

０：情報提供 

 

STEP ４  

※ 服薬中の方は、継続的に医療機関に受診しているため、保健指導の対象としない。 

ただし、主治医の依頼・了解のもとに必要に応じて保健指導を行う場合もある。 

※ 65～74 歳の方は、積極的支援となった場合でも動機付け支援とする。 

 

※ 情報提供 

  健診受診者全員を対象とし、健診結果から自らの身体状況を認識するとともに、生活習

慣病を見直すきっかけとします。健診結果の提供にあわせて、個人の生活習慣やその改善

に関する基本的な情報も提供します。 

 

 

情報提供※ 
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動機付け支援・積極的支援の内容 

実施内容 動機付け支援 積極的支援 

支援期間・頻度 
面接支援のみの原則 1回 

 

初回時の面接支援の後、3 か月

以上の継続的な支援 

支援内容・支援 

形態 

対象者本人が生活習慣の改善

点等に気づき、自ら目標設定し、

行動できるような内容とする。 

面接による支援及び実績評価

を行う。 

 

対象者本人が生活習慣の改善

点等に気づき、自ら目標設定し、

行動できるような内容とする。 

面接による支援及び行動計画

の進捗状況に関する中間評価及

び実績評価を行う。 

面接による支援 

の内容 

1 人当たり 20 分以上の個別支

援または、1 グループ(概ね 8 名以

下)当たり概ね 80 分以上のグルー

プ支援 

1 人当たり 20 分以上の個別支

援または、1 グループ(概ね 8 名以

下)当たり概ね 80 分以上のグルー

プ支援 

３か月以上の継 

続的な支援の 

内容 

 
支援Ａのみで 180 ポイント 

支援Ａ(最低 160 ポイント以上)と支

援Ｂの合計で 180 ポイント以上 

ポイント算定に 

係る留意事項 
 

同日に複数の支援を行った場

合、いずれか 1 つの支援のみをポ

イントとする。 

また、同日に同一の支援を複数

回行った場合であっても、1回の支

援のみとする。 

特定健康診査と直接関係のな

い情報のやり取りは、算定対象と

しない。 

実績評価 

  初回面接から 3か月経過後、面

接または、通信(電話、電子メー

ル、ＦＡＸ、手紙等)を利用して双方

向のやり取りを行う。 

 

 

面接または、通信(電話、電子メ

ール、ＦＡＸ、手紙等)を利用して双

方向のやり取りを行う。 

また、継続的な支援の最終回と

一体のものとして実施しても構わ

ない。 
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（５）特定健康診査・特定保健指導実施における年間スケジュール 

 
特定健康診査 特定保健指導 

４月   

５月 
受診券等の印刷・送付 

特定健康診査開始 
 

６月  
 

７月 
               特定健康診査 

データ受取 

 

８月   保健指導対象者の抽出 

９月  
利用券等の印刷・送付 

特定保健指導開始 

10 月 
 

 

11 月  
           特定保健指導 

データ受取 

12 月  
 

1 月  
 

2 月  
 

3 月  
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８ 保健事業計画（データヘルス計画）の評価・見直し 

データヘルス計画における評価については、国保データベース（ＫＤＢ）システム等を

活用することとし、短期的評価項目については、毎年度行い、中長期的評価項目について

は、計画次期終了前に行うものとします。 

この結果に基づいて改善策の検討を行った上、検討結果を次期の事業に反映し、実施す

るものとします。 

計画の見直しは、最終年度となる令和１１年度に、計画を掲げた目的・目標の達成状況

の評価を行います。国保データベース（ＫＤＢ）システムに毎月、健診・医療のデータが

集計されるので、受診率・受療率、医療の動向は定期的に評価を行います。 

また、特定健診の国への実績報告後のデータを用いて経年比較を行うとともに、個々の

健診結果の改善度を評価します。 

必要に応じて国保連合会に設置される保健事業支援・評価委員会の指導・助言を受ける

ものとします。 

 

９ 計画の公表・周知 

本計画は、広報誌やホームページ等で概要を掲載して公表し、広く被保険者に周知を行

います。 

 

10 個人情報の保護 

個人情報の取り扱いは、個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号)及び

「埼玉県歯科医師国民健康保険組合個人情報保護管理規程」に基づき、個人情報の適切な

取り扱いを行います。 

また、特定健康診査の結果データは、埼玉県国民健康保険団体連合会に委託し、その保

管及び管理を行います。特定保健指導の結果は、特定保健指導を実施した医療機関が、国

が定める標準様式（XML ファイル）で埼玉県国民健康保険団体連合会に提出し、「特定健

康診査等データ管理システム」で管理し、原則５年間保存します。 

 

11 その他計画策定にあたっての留意事項 

データ分析に基づく計画策定のため、国保連合会等が実施するデータヘルスに関する

研修会に参加するとともに、国の関係部署の情報提供を踏まえて適宜、対応するものとし

ます。 


